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１．問題意識

　近年、企業の研究開発効率は低下している。そこで、

企業は、例えば外部に源泉を持つ技術のモニタリング

やその獲得、吸収のマネジメントといったオープンな

技術開発のマネジメントが重要となってきている（榊

原，2005）。また Chesbrough（2003）は、「企業内

部と外部の技術を有機的に結合させる商品開発プロセ

ス」の重要性を指摘している。このように、企業外部

に存在する技術の獲得と活用は、研究開発効率の向上

を必要とする企業にとって注目すべきプロセスである。

　しかし、企業外部に存在する技術の獲得と活用

には懸念事項がある。例えば、企業の競争力を企業

特殊性のある資源に見い出す Resource Based View

（Wernerfelt，1984）では、この企業特殊性のある資

源は、企業の歴史的背景に依存するものであるとされ

る（Barney，1991）。例えば、企業内に蓄積された過

去の技術開発や商品開発の成果がこれに相当する。こ

れは、自ら技術開発や商品開発を行う経験が企業特殊

性のある資源を生み、ひいては、競争力に繋がるとい
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うことを意味し、外部から技術を獲得することは内部

での経験による資源蓄積の機会を阻害することも十分

ありうる。そのため、企業は企業外部に存在する技術

の獲得と活用による商品開発プロセスについて、慎重

に考える必要性がある。

２．先行研究のレビューと研究目的

　企業外部に存在する技術の獲得と活用による商品

開発については、その有効性とプロセスの点から議

論が行われている。例えば、Chesbrough（2003）は

Xerox からスピンアウトした技術者によるアイデア

の商品化、P&G における社外研究者の持つアイデア

の商品化、インテルにおける外部技術の活用、Cisco

の A&D を挙げ、「企業内部と外部の技術を有機的に

結合させる商品開発プロセス」の有効性を示してい

る。また、Dittrich and Duysters（2007）は外部の技

術をアライアンスにより新製品に組み込む商品開発プ

ロセスの有効性に言及している。さらに、PrÜgl and 

Schreier（2006）はユーザー・イノベーションの活

用において、企業ではなく、外部の先端ユーザーが自

ら技術開発を行いソリューションを提供する事例に着

目している。このように、外部の技術やアイデアの獲

得と活用による商品開発プロセスは、外部のライセン

ス権を持つ主体、M&Aやアライアンスの対象である

組織、外部の技術者・研究者といった人材、そしてユ

ーザーといった様々な主体と企業の相互作用であり、

この相互作用によってサービスやソフトウェアを含め

た商品や ､ライセンス可能な技術といった経済的価値

が生み出されている。

　また、商品開発プロセスの点では、少なくとも以

下に示す 2つのパターンが報告されている。１つは、

明示化された技術を獲得し活用する商品開発プロセス

であり、例えば、外部技術の獲得と活用の程度が、企

業における製品の多様性や高収益性に影響があること

（Lichtenthaler，2008）、企業外部で開発されたオー

プン・ソース・ソフトウェアの活用において、開発成

果物である技術を組織へ統合化する取り組みが差別化

の源泉であること（West and Gallagher，2006）、外

部の研究者やユーザーが持つアイデアを ICT技術によ

り獲得し活用する商品開発プロセス（Dodgson et.al，

2006；Piller and Walcher, 2006）といったものがこ

れに相当する。もう１つは、技術を組織や個人に内在

したまま獲得し活用する外部人材の獲得と活用による

商品開発プロセスであり、例えば、Xerox からスピン

アウトした技術者によるアイデアの商品化や Cisco の

A&D（Chesbrough，2003）、同一産業領域における、

開発者の雇用に関して、正社員として雇用してノウハ

ウを社内に蓄積する企業群と、社内に雇用せず外部

の開発者を柔軟に活用する企業群の存在（新宅　他，

2000）、といったものがこれに相当する。

　さらに、外部の技術的知識の獲得と活用に関しては、

吸収能力（Cohen and Levinthal，1990）や結合能力

（Teece et al，1997）といった組織能力の重要性も指

摘されている。例えば、巨大資本を有するビッグファ

ーマと有力シーズを有するバイオベンチャーとの提携

戦略の際、両者の専門分野の垣根を越えて、人材、ス

キル、能力を統合するプロセスが求められた事例が報

告されている（Pisano，2006）。

　このように、企業外部に存在する技術の獲得と活用

による商品開発について、有効性と多様な獲得と活用

のパターン、さらには必要な組織能力が示されている。

しかしながら、外部から獲得した技術と内部の技術を

結合させる具体的な商品開発プロセスについての研究

は少なく、さらに、個人を対象として、外部から人材

とともに技術を獲得し活用する外部人材の獲得と活用

による商品開発プロセスに言及した研究は見あたらな

い。一方で、外部技術の獲得と活用に関しては、個人

やグループ、企業、組織間バリューネットワーク、産

業セクターといった分析単位があるが、その中で、個

人やグループについて、外部の個人を活用出来るかど

うかが企業によって異なることや、外部の個人の創造

力をどう組み込むかといったことが研究課題として挙

げられている（Chesbrough et.al，2006）。

　そこで、本稿では、外部から人材とともに技術を獲

得し組織内部の技術と結合させる具体的な商品開発プ

ロセスの分析より、外部技術の獲得と活用のあり方を

明らかにしていく。

３．研究方法および分析の枠組み

　外部から人材とともに技術を獲得し組織内部の技術

と結合させるということは、そこには被採用者である

獲得した外部人材と、採用者である企業の相互作用の

プロセスが存在するであろう。また、商品化を実現す

るためには、外部人材の獲得を含めた採用者の内外の

資源の動員が見られるであろう。そこで、本稿では、

事例研究法を用いて、被採用者と採用者の主張がどの

ように調整されていったか、採用者がどのように内外

の資源を動員したかについて分析を行う。データとし

ては、外部人材を獲得し活用することで商品化を実現

した事例として NTT ドコモによるｉモードと Apple 

Computer（現：Apple）による iPod が採用された。

　これら 2つの事例の商品化について、長期的かつ

広範なフィールドワークを行い、その結果を大量の

二次データにより裏付けた。そして、研究開発フロ

ー＆ストック・ダイアグラム（齋藤，2003；齋藤，

2004）の枠組みを用いて収集したデータの分析を行

った。以下に本研究で用いた分析枠組みの詳細を示す

が、この枠組みは開発フローすなわち採用者と被採用
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者の相互作用のプロセスと、ストッ

クすなわち資源動員のプロセスを明

らかに出来る点で本研究の分析枠組

みとして有効である。

　図１に示す研究開発フロー＆スト
ック・ダイアグラムは、製品を生み

出すための開発活動に係るフロー領

域と、技術情報や人的資源の供給な

どの資源確保に係るストック領域か

らなる。フロー領域は動機ノード、

開発始動ノード、製品化決断ノード

の 3要素からなる決定ノード群と、

開発試作フェーズ、量産試作フェー

ズ、生産／販売フェーズの 3要素か

らなる実行フェーズ群より構成され

る。ストック領域は、技術蓄積ポテ

ンシャル、資源ポテンシャル、顧客

ポテンシャルの3要素から構成され

る。

　ここで、動機ノードとは、環境の

変化より危機感を抱いた企業が商品

アイデアを創出するフェーズであ

る。開発始動ノードでは、開発開始

の意思決定が行われる。開発試作フ

ェーズでは、目標設定と基本設計が

行われる。製品化決断ノードでは、

時期やコスト・詳細製品仕様が決定

される。量産試作フェーズでは、機

能･性能の実現活動が行われる。そ

して、生産／販売フェーズでは、量

産と販売促進活動が行われる。本研

究は、商品開発プロセスを分析する

ことを目的としており、動機ノード

から発売もしくはサービス・インまでを分析範囲とす

る。

　また、技術蓄積ポテンシャルは先行する技術蓄積や

開発経験、専門家の存在といった内部に蓄積された技

術的知識である。資源ポテンシャルは商品開発プロセ

スにおいて、企業内外から得られた資源である。そし

て顧客ポテンシャルは開発途中においてどの程度顧客

が特定出来ているかを問題としている。本研究は、商

品開発プロセスを分析することを目的としており、技

術蓄積ポテンシャルと資源ポテンシャルを分析範囲と

する。

　ここで、研究開発フロー＆ストック・ダイアグラム

では、研究開発フローを開発試作フェーズ、量産試作

フェーズ、生産／販売フェーズに分離して分析するが、

開発試作や量産試作がコンカレントに動いている場合

は分離が困難であり、そのままでは分析に適さない事

例もある。そこで、本稿では、まず商品開発に関連す

る主要な事象を時系列的に並べ、その中から、開発始

動のトリガーと製品化決断の事象を抽出し、開発始動

以前を動機ノード、開発始動から製品化決断までを開

発試作フェーズ、製品化決断から発売もしくはサービ

ス・インまでを量産試作フェーズとすることで、各フ

ェーズの分離を行う。

　その後、各ノードとフェーズについて詳細な抽出を

行う。具体的には動機ノードについては、商品開発に

直接関連する企業内部・外部の環境変化を抽出する。

開発始動ノードについては、開発始動のトリガーとな

ったイベントが相当する。開発試作フェーズについて

は、当初の商品アイデアといった目標設定、体制構築、

基本設計の活動内容を抽出する。製品決断ノードでは、

製品化時期と目標仕様を抽出する。そして、量産試作

フェーズについては、目標とする機能や性能を実現す
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るための活動とその結果採用された技術と商品化構想

を抽出する。さらに、技術蓄積ポテンシャルとして、

商品化に関連する技術や事前の開発プロジェクトを抽

出する。そして、資源ポテンシャルとして、商品化に

おける内外の資源の動員を抽出する。ここで、外部人

材のもつ技術的知識は企業の技術蓄積ポテンシャルと

は分けて抽出し、外部人材の獲得の目的を明確化する。

また ､外部人材の活動の根源となる動機についても別

途抽出する。

　このようにして事例を整理した上で、外部技術を人

材とともに獲得し活用する際の企業のあり方として、

どのように企業が外部人材とその人材を含めた開発チ

ームの活動をコントロールすればよいのかについて議

論を行う。

４．事例分析（事例データ抽出結果）

4.1．ｉモード
　表 1にｉモード開発年表、表 2、表 3、表 4に研究

表１　i モード開発年表
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開発フロー＆ストック・ダイア

グラムの枠組みを用いたｉモー

ドの分析結果を示す。

　本稿では、表 1に示す開発事
象の中から、ｉモードの直接的

な開発トリガーとして、1997

年1月8日の開発指示をあげる。

なぜならば、この日、榎啓一は

大星社長より「携帯電話単体で

行うモバイルマルチメディア事

業を立ち上げよ」という公式の

指示を受けたからである。そし

て、これ以前を動機ノード、こ

れ以降を開発試作フェーズとす

る。そして、1998 年 8 月の試

作ボードの完成、サービス・イ

ン時期の決定を製品化決断時期

とする。なぜならば、この時期

より、量産に向けた接続性の確

認や 36,000 項目にも及ぶテス

トがスタートしたからである。

これ以前の開発試作フェーズに

おいて、松永，夏野といった外

部人材の獲得、ゲートウェイビ

ジネス担当あるいはゲートウェ

イビジネス部として開発体制の

構築、端末機やサービスの仕様

検討が行われている。そして、

1999 年 2 月のサービス・イン

までの量産試作フェーズにおい

て、コンテンツの獲得、端末機

の開発、ネットワークやサーバ

ーの整備が行われた。

　表２に、ｉモードの開発にお
ける外部人材のストックとして

夏野と松永の技術蓄積ポテンシ

ャルと採用時の内的動機を示

す。松永については編集者とし

ての経験より編集技術が、夏野

についてはMBA とインターネ

ットベンチャーの副社長という

経験からインターネット技術と

ビジネス関連の知識蓄積が読み

取れる。また、採用にあたり、

松永は「メディア」、夏野は「情

報発信」という商品アイデアを

持っていたことも示されてい

る。

　表３に開発フロー、表４にス
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表２　i モード：外部人材の技術蓄積ポテンシャルと採用時の内的動機

表３　i モードの開発フロー
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トックを示す。

　ｉモードの開発は、市場の急激な拡大と競争の激化

という環境変化を基点として、大星社長が榎啓一を選

び、「携帯電話単体で行うモバイルマルチメディア事

業をたちあげよ」と指示を出すところから始まる。開

発リーダーは榎啓一であり、担当は榎一名であった。

榎は「携帯電話の液晶画面を使って、50 文字の情報

を配信する」という商品構想をもっていたが、NTT ド

コモはコンテンツ・サービスの経験がなく、榎は商品

の実現に向けて、外部より雑誌編集者である松永を採

用した。さらに、インターネットを使ったサービスに

詳しい夏野を採用した。実務担当者については、社内

公募により集めた。

　そして、松永、夏野、社内公募のメンバーからなる

ゲートウェイビジネス部とコンサルティング会社であ

るマッキンゼーのメンバーが共同して、開発スケジュ

ール、サービス・コンセプトの検討、端末機の仕様検

討を進めた。基本設計において夏野や松永とマッキン

ゼーの対立する主張があったが、夏野や松永は自ら活

動を行うことで、自らのアイデアであるコンテンツポ

ートフォリオやレベニューシェア

モデルの採用を実現した。

　さらに、記述言語や画面サイ

ズといった技術的要素については

移動機技術部とゲートウェイビ

ジネス部との間で検討が行われ、

cHTML や 8文字× 6行といったゲ

ートウェイビジネス部の検討結果

が採用された。サービス・インの

時期については、開発チームであ

るゲートウェイビジネス部は 1998

年 12 月と決め活動を行ったが、携

帯端末機の開発が遅延したため、

1999 年 2月に変更された。

4.2．iPod
　表 5に iPod の開発年表、表 6、
表 7、表 8に研究開発フロー＆スト
ック・ダイアグラムの枠組みを用

いた iPod の分析結果を示す。

　本稿では、表 5に示す開発事象
の中から、iPod の直接的な開発

トリガーとして、2001 年 2 月の

Fadell との契約を挙げる。なぜな

らば、この契約に基づいて、Fadell

とマーケティング担当の Stan Ng

が MP3-Player の市場性と実現性

の検討をスタートしたからである。

そして、これ以前を動機ノード、

これ以降を開発試作フェーズとす

る。また、製品化決断時期につい

ては、2001 年 4月とする。なぜな

らば、この日 Fadell は Steve Jobs

（CEO）を含めた Apple 取締役陣に

対してするプレゼンを行い、プロ

ジェクトに正式にスタートがかか

ったからである。以降、発売まで

を量産試作フェーズとする。

　表６に iPod の開発における外部

表４　ｉモードの開発におけるストック
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人材のストックとして Fadell

の技術蓄積ポテンシャルと採

用時の動機を示す。Fadell は

GeneralMagic、Philips におい

て PDA の開発・量産を経験し

ており、それを通じてハード

ウェア・ソフトウェアの技術

と商品化実現に関する知識を

蓄積していた。また、採用に

あたり「ハードディスクを内

蔵した家庭用デジタル・エン

ターテイメント機器」という

商品アイデアを持っていた。

この商品アイデアはまさに

iPod そのものである。

　表７に開発フロー、表８に
ストックを示す。

　iPod の開発は、Apple が提

案する「デジタルハブ構想」を

実現するにあたり、自社のソ

フトウェアである iTunes の機

能性を活かせるようなマッキ

ントッシュ（以下Mac）用周

辺機器が存在せず、Jonathan 

Rubinstein が Fadell と８週間

の契約を結び、「iTunes の機

能性と操作性をポケットに

入る大きさで実現するMP3-

Player」の市場性と実現性を

検討するところから始まる。

この時点で開発リーダーは

Rubinstein で あ り、Fadell と

マーケティング担当の Stan

　Ng の 2 名が検討を行った。

Apple はすでに FireWire の技

術や自社内での周辺機器の開

発経験、iPod と連携するソフ

トウェアに関する技術を蓄積

しており、外部資源に依存す

ることなく、実現性検討や商

品開発を進める能力を有し

ていた。しかしながら、内部

の開発資源は主力製品の開

発に充てており、事業性のわ

からない周辺機器に割り当て

る資源はなかった。一方で、

Apple は、社内・社外の混成

によるハードウェア設計部隊

を構成したり、大学より多く
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のインターンを受け入れたりと外部人材の活用には慣

れており、外部人材による実現性検討については特に

問題にはならなかった（Levy and 上浦，2007）。

　Fadell は、ハードウェア・アーキテクチャを設計し、

必要な部品を選定するとともに、トランプサイズのモ

ックアップを作成した。またこの時点で、Rubinstein

は、東芝製 1.8 インチハードディスクドライブと

FireWire の採用を指示している。Fadell と Stan は検

討結果を CEO である Steve Jobs を含む Apple 社の取

締役陣に示し、その会議において、2001 年 12 月発

売という製品化時期と目標仕様が決定した。

　そして商品化を実現するために、Fadell は正式に

Sr Director として採用され、Fadell は Philips，IDEO，

GeneralMagic，WebTV といったシリコンバレー企業

出身の社外のハードウェア技術者を集めて、開発チー

ムを構成するとともに、部品メーカーの調査および技

術ライセンス交渉を進めた。

　最終製品には、Fadell が設計したハードウェア・ア

ーキテクチャに基づき、東芝製 1.8 インチハードディ

スクドライブや FireWire といった Rubinstein が指示

した部品や技術とともに Fadell が技術ライセンス交渉

を行った部品やソフトウェアが採用されている。さら

に、Fadell が選択した委託先により最終製品が製造さ

れた。

５．議論 

　いずれの事例も、外部人材を獲得して、トップマネ

ジメント層の持つ商品構想を実現した事例である。し

かしながら、外部人材のコントロールに関して、iPod

とｉモードでは相違点がある。 iPod は、トップマネジ

メント層が示す具体的な部品、技術、日程に基づき、

外部人材が自主・自律的にかつ関連部署と連携しなが

ら商品化を推進した事例である。一方の、ｉモードは、

外部人材を含む開発チームが技術選択や日程設定を行

い、自主・自律的にかつ関連部署と連携しながら商品

化を推進した事例である。これより、外部人材とその

人材を含めた開発チームに対するコントロールとイノ

ベーション実現に関して、2つのタイプがあると言え

よう。１つは、強い制約のもとであってもイノベーシ

ョンを実現するタイプであり、iPod がこの事例に相

当する。もう１つは弱い制約のもとで開発チームの自

律的な活動からイノベーションを実現するタイプであ

り、ｉモードがこの事例に相当する。さらに、制約には、

技術的制約とマネジメント的制約の 2つの次元がある

と考えられる。これを図２に示す。
　図２は制約の程度を強弱で示している。技術的制約
が強い場合とは、製品開発に際して、採用する部品や

技術方式が指示されており、外部人材やその人材を含

む開発チームの活動が制限をうける場合が相当する。

具体例としては、iPod における東芝製 1.8 インチハー

ドディスクドライブの採用や FireWire の採用がこれ

にあたる。これらの制約は、外部人材である Fadell が

構想検討を行う際にRubinstein から指示されたもので

あり、Fadell はこれらの制約に従ってアーキテクチャ

設計、外形サイズの検討、部品選定を行っている。一

方で技術的制約が弱い場合とは、外部人材やその人材

を含む開発チームが自ら部品や技術の選択を行える場

合が相当し、ｉモードにおける cHTML の採用がこれ

にあたる。開発チームは cHTML とWAP/WML の選

択肢から、cHTML を選択し、この方式の採用に向け

て活動を推進している。

　マネジメント的制約についても同様であり、マネジ

メント的制約が強い場合とは、例えばトップマネジメ

ント層がマーケットインの日程を設定し、開発チーム

はそれを実現する活動を展開する場合である。iPod に

おいては、開発着手会議において、CEO である Steve 

Jobs が 12 月のマーケットインを指示している。一方

のマネジメント的制約が弱い場合とは、例えば開発チ

ームが自らの活動の中から、日程を見積もり、その実

現に向けて自律的な活動を展開する場合が相当する。

ｉモードにおいては、ゲートウェイビジネス部が「パ

ケット＋ブラウザ」のサービスを 1998 年 12 月に開

始することを計画している。そしてこの計画に基づき、

開発が推進された。

  iPod とｉモードいずれの事例も技術的制約ならび

にマネジメント的制約の強弱にかかわらずイノベー

ションを実現できているのだが、一般に技術的制約

およびマネジメント的制約が強いことはイノベー

ションの阻害要因として挙げられている（Kanter，

1984）。そしてトップマネジメント層がトップダウン

的に技術的制約やマネジメント的制約を設定したこと

がイノベーションを阻害した事例も報告されている

（Burgelman,2002）。では、どのような技術的制約な

らびにマネジメント的制約であれば、外部人材と、そ

の人材を含む開発チームの自主・自律的な活動の範囲
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を限定しつつもイノベーションが実現できるのではあ

ろうか。また、企業が経験のない領域において商品・

サービスを実現しようとする場合、そもそも技術的制

約及びマネジメント的制約を設定することは困難であ

ろう。しかしながら、それでも企業は外部人材と、そ

の人材を含む開発チームの自主・自律的な活動にすべ

てを委ねるのではなく、何らかのコントロールを行い、

イノベーションを実現しようとするであろう。このよ

うな場合、どのようにして活動の範囲を制限すればよ

いのであろうか。そこで、これらの点について事例を

もとに分析的な議論を行う。

  まず、企業や個人がイノベーションを実現しようと

する行動は、期待利益仮説により説明することがで

きる。これは多様なイノベーションの機能的源泉の

中でイノベーションから最も多くの利益を期待する

企業や個人がイノベータとなり得るというものであ

る（Hippel,1988）。一方で、粘着性の高い情報は外

部に供与するよりも、内部で活用するほうがイノベー

ションにかかる費用が低くて済むという粘着性仮説

（Hippel,1994）により、企業が外部の技術を活用する

際の、粘着性の高い情報を持つ個人を獲得する行動を

説明することができる。この 2つの仮説から、１）企

業や個人といったイノベータは期待利益に基づきイノ

ベーションを実現しようとする、２） 外部人材による

イノベーションの実現方法としては、アイデアの提供

や技術の提供により、間接的（ライセンス料など）あ

るいは直接的（利用，補完）にイノベーションより利

益を得る方法と、企業の持つ資源を活用してイノベー

ションを実現することで利益を得るという 2つの方法

がある、と言えよう。もちろん、期待利益には経済的

利益以外にも、個人の満足の充足といった経済性だけ

では測定できないものも含まれる。そして、本稿の 2

つの事例は、いずれも、企業が外部人材を獲得したも

のであるが、一方で、個人が期待利益を得るために、

企業のもつ資源を活用した事例とも言える。

　iPod の事例に立ち返れば、Fadell は「ハードディス

クを内蔵した家庭用デジタル・エンターテイメント機

器」という商品構想を実現しようとしていた。これは、

Rubinstein が提示した「東芝製 1.8 インチハードディ

スクドライブ」を採用して「トランプほどの大きさで

自分の持っている CDすべてを持ち運ぶ製品」を実現

するという構想と類似したものである。言い換えると、

双方が実現しようとしているイノベーションの一致が

見られる。

　さらに Rubinstein が提示した「東芝製 1.8 インチハ

ードディスクドライブ」は小型化を実現する上で有効

な部品であった。さらに、Rubinstein は「FireWire」

の採用も提示しているが、この技術はその時点の

Apple の主力製品であるMac に標準搭載された高速イ

ンターフェース技術であり、イノベーションを実現す

るためにMac という Apple のインフラを有効に活用

するという技術選択であった。そのため、これらの技

術的制約はイノベーションを実現する上で有効な選択

結果であり、言い換えると双方の期待利益に繋がる選

択結果であったと言えよう。

　また、開発日程に関しては、開発着手時に Steve 

Jobs が 2001 年 12 月にマーケット・インという具体

的な指示を出している。これは、クリスマス時期が民

生用機器の最大の売上時期であり、イノベーション実

現に最も効果的な時期であることから、このマネジメ

ント的制約についても、双方の期待利益に繋がる制約

であったと言えよう。

　このように、iPod の事例においては、トップマネ

ジメント層と外部人材が実現しようとしたイノベーシ

ョンに一致が見られ、かつトップマネジメント層が提

示した技術的制約及びマネジメント的制約がイノベー

ション実現すなわち期待利益を得ることに繋がってい

た。そして、外部人材は技術的及びマネジメント的制

約に従ってイノベーションを実現させている。

　では、技術的制約及びマネジメント的制約が弱い場

合、企業はどのようにして、外部人材とその人材を含

む開発チームの自主・自律的な活動の範囲を制限し、

かつイノベーションを実現することができるのであろ

うか。たしかに、ｉモードの事例では、松永や夏野と

いった外部人材を含めた開発チームが自らサービス・

インの日程、サービス仕様を決め、商品構想を具体化

させるとともに、技術の選択やコンテンツ獲得を行っ

ている。

　しかしながら、サービス仕様の検討、技術選択、コ

ンテンツ獲得活動はマッキンゼーというコンサルテ

ィング会社のメンバーと開発チームの共同作業であ

り、この際マッキンゼーと松永・夏野の主張に対立が

見られた。そして、松永と夏野は対立するマッキンゼ

ーの主張に対して、自らの主張するレベニューシェア

という収益モデルやコンテンツ・ポートフォリオとい

うコンテンツ獲得方法を認めさせるために、自らコン

テンツ獲得活動を実践した。そして結果としてコンテ

ンツを獲得したが、これは松永と夏野のアイデアに基

づいて活動を進めることの正当性を示すとともに、ト

ップマネジメント層に対して活動結果を明示化した

ことになっている。さらに、トップマネジメント層は

携帯端末機の開発など他部署を含めた NTT ドコモ全

体での調整を行い、イノベーションを実現させてい

る。

　そこで、技術的制約やマネジメント的制約が弱い場

合であっても、トップマネジメント層は開発チーム内

外の対立を操作することで、間接的に外部人材をコン

トロールすることができると言えよう。事例におい
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ては、コンサルティング会社のメンバーとの共同作業

がこれに相当するが、これ以外にも、社内の異なる技

術方式との競争などが同様な機能を果たすものと考え

る。そして、開発チーム内外における対立は、開発を

加速するとともに、活動状況を明示化することに寄与

すると言えよう。

６．まとめ

　iPod とｉモードの２つの事例を用いた、「外部人材

とともに技術を獲得し組織内部の技術と結合させる商

品化プロセス」の分析結果より、外部人材とその人材

を含めた開発チームに対するコントロールとイノベー

ションの実現に関して、2つのタイプがあることが示

された。１つは、強い制約のもとであってもイノベー

ションを実現するタイプであり、iPod がこの事例に相

当する。もう１つは弱い制約のもとで開発チーム内部

の自律的な活動からイノベーションを実現するタイプ

であり、ｉモードがこの事例に相当する。さらに、ト

ップマネジメント層が、外部人材及びその人材を含め

た開発チームの活動範囲を制限する制約には、採用す

る部品や技術の指定といった技術的制約と商品化日程

の指定といったマネジメント的制約の 2つの次元があ

ると考えられる。

　そして、事例分析に基づく議論より、外部技術を人

材とともに獲得し活用する際の企業のあり方の中で、

特に外部人材のコントロールについて、以下の結論を

得た。

　１）トップマネジメント層が技術的制約及びマネジ

メント的制約により外部人材の活動範囲を制限

することはイノベーション実現の阻害要因とな

ると考えられてきた。しかしながら、外部人

材が実現しようとする商品構想とトップマネジ

メント層が実現しようとする商品構想すなわち

双方が実現しようとするイノベーションが一致

しており、かつ外部人材がその技術的制約ある

いはマネジメント的制約に従うことがイノベー

ション実現すなわち双方の期待利益に繋がる場

合、その技術的制約あるいはマネジメント的制

約はイノベーションの阻害要因とはならないこ

とが示された。そして、企業は、iPod の事例

における FireWire の採用といったイノベーシ

ョンの実現のために社内のインフラを有効に活

用するための技術選択、東芝製 1.8 インチハー

ドディスクの採用のように目標とする商品実現

に必要な部品情報、イノベーション実現に効

果的な商品発売時期といった「双方の期待利益

に繋がる技術的制約あるいはマネジメント的制

約」により、外部人材を従わせることができる

と言えよう。

　２）トップマネジメント層の外部人材に対する技術

的制約あるいはマネジメント的制約の程度が弱

い場合であっても、トップマネジメント層は開

発チーム内外の対立を操作することで、間接的

に外部人材をコントロールすることができる。

例えば、ｉモードにおいてコンサルティング

会社のメンバーと外部人材を含めた開発チー

ムを共同で作業させたことは、コンテンツ獲

得方針や収益モデルに関する主張の対立に繋

がり、その結果、外部人材は自らの主張の採

用を目指して開発を推進している。このよう

に開発チーム内外における対立は、開発を加

速するとともに、活動状況の明示化に寄与す

ると言えよう。

　以上で示した結論は、外部人材を活用したオープン

な技術開発のマネジメントとして、実務上有用な知見

である考える。しかしながら、本研究には以下に示す

ような限界がある。これらの点については、今後の研

究課題としたい。

　１）本稿では、トップマネジメント層が、外部人材

及びその人材を含めた開発チームの活動範囲を

制限する制約として技術的制約とマネジメント

的制約の 2つの次元があると考えたが、今回

の事例分析は技術的制約とマネジメント的制約

が共に強い領域と共に弱い領域の分析にとどま

っている。そのため、これ以外の領域を含めた

分析が必要とされる。ここで、技術的制約が高

くマネジメント的制約が弱い領域の事例として

は、例えば社内技術の出口を見つけ事業化する

活動を推進するために外部人材を活用する場合

が相当する。また技術的制約が低くマネジメン

ト的制約が強い領域の事例としては、例えば事

業機会を見つけて、外部人材に技術を任せてイ

ノベーションを実現しようとする場合が相当す

る。

　２）本稿で採用した事例はいずれも IT 産業に関連

したものであり、上記のマネジメント手法がど

の程度一般性を持つかは疑問が残る。そのため、

他の産業分野での分析が必要とされる。

（たびら　よしひろ／いしだ　しゅういち／

げんば　きみのり／あべ　あつし）
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